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Ⅰ．米国経済 

【景気概況】 

・米国の 2011 年 7～9 月期の実質ＧＤＰ成長率（速報値）は前期比年率 2.5％と潜在成

長率ペースに改善した。ガソリン価格の上昇一服により個人消費が持ち直したほか、

企業の設備投資も 2期連続で 2ケタの伸びを記録するなど最終需要が堅調に推移した。 

・最近の経済指標にも改善の動きが広がっており、景気の二番底懸念は和らいだ。家計

部門では、10 月の雇用者数は前月比 8 万人増加し雇用の緩やかな回復が続いている。

また、9 月の実質個人消費は前月比 0.5％増と高い伸びを記録した。9 月の住宅着工件

数は 66 万戸と、住宅市場の低迷が続いているものの 1 年半ぶりの水準に回復した。 

・企業部門では、景況感を示す 10 月のＩＳＭ指数は、製造業で 50.8、非製造業は 52.9

と、いずれも景気判断の目安となる 50 の水準をそれぞれ 27 ヶ月、23 ヶ月連続で上回

った。また、設備投資動向を示す 9 月の資本財出荷（国防と航空機を除くコアベース）

は前月比 2.9％増と 2 ヶ月連続で増加した。 

・ＦＲＢ（連邦準備制度理事会）は 11 月 1、2 日にＦＯＭＣ（連邦公開市場委員会）を

開催し、9 月会合で決定した長期国債の保有比率を高めるツイスト・オペとＭＢＳの

再投資を継続する方針を確認した。また、足元の景気判断を上方修正する一方、先行

きの経済見通しを下方修正した。バーナンキ議長は会合後の会見で一段の追加緩和策

に言及し、ＭＢＳを対象とする量的緩和第 3 弾（ＱＥ３）について、実行可能な選択

肢と述べて前向きな姿勢を示した。 
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○ 11/18 ～ 2012年度暫定予算の期限

○ 11/23 ～ 超党派委員会による赤字削減策の取りまとめ期限

○ 12/23 ～ 議会による財政赤字削減策の採決の期限

○ 12/末 ～ 景気対策の期限切れ

○財政再建協議の行方 

・米国議会で財政赤字削減に関する協議がヤマ場を迎えている。今夏に成立した「2011 年予

算管理法」にもとづき、財政赤字削減のための超党派委員会が議会に設置され、11 月 23 日

までに成案を得ることが義務づけられている。 

・超党派委員会で決定される財政赤字削減案は、上下両院で 12 月 23 日までに修正を加えな

いまま採決する必要がある。成立しない場合は、2013 年度予算（2012 年 10 月～2013 年 9

月）から歳出が自動的に削減される。 

・予算管理法で、超党派委員会は 1.5 兆ドルの赤字削減策を取りまとめると規定している。

ただし、成案を得られない場合は、1.2 兆ドルに届かなかった不足分を、国防費とその他支

出で半分ずつ削減するとしている。このため、超党派委員会の役割を、1.2～1.5 兆ドルの

赤字削減策の取りまとめと指摘されているが、実際には、1.2 兆ドルがカギとなる。 

・これまでのところ、共和党は増税に反対し、民主党は社会保障の大幅削減に反対しており、

協議はこうちゃくしている模様である（公聴会を除き協議は非公開）。 

・米国の財政をめぐっては、今年夏に債務上限引上げ協議が難航したほか内容も不十分とさ

れたため、米国債の格下げを招いてしまい金融市場の動揺が強まった。こうした混乱を再

燃させないためにも、何らかの妥協が図られるのではないかとの見方が支配的である。 

・もっとも、現地の報道によれば、共和党は部分増税に前向きな姿勢を示し始めるなど、1.2

兆ドルに届かないまでも部分合意を模索したり、23 日の期限そのものを先送りする動きが

伝えられる一方、与野党の主張のかい離が大きいため、協議決裂への懸念も根強い。 

・また、財政赤字削減とは別に、昨年 12 月に成立した景気対策に盛り込まれた内容のうち、

社会保障減税と失業保険給付の延長は年内いっぱいの時限措置である。いずれの措置も打

ち切られた場合は、年明け以降の個人消費を押し下げる要因となるため、景気対策の延長

についても与野党間の妥協成立が求められている。 

・さらに、10 月から始まった 2012 年度本予算がいまだ成立していない。暫定予算は 18 日に

期限切れを迎える。政策の決定期限が目白押しとなる中、与野党の妥協が求められており、

いずれも対応を間違うと、実体経済や金融市場に大きな影響を及ぼすことになる。 

 

図表．米国議会の経済政策関連の当面の日程 
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  景 気 経 済 指 標 2009 2010 2011 11/1Q 11/2Q 11/3Q 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10

全般 実質ＧＤＰ(前期比年率) -3.5 3.0 0.4 1.3 2.5 - - - - -

 個人消費（同） -1.9 2.0 2.1 0.7 2.4 - - - - -

 住宅投資（同） -22.2 -4.3 -2.5 4.2 2.4 - - - - -

ＩＳＭ製造業指数 46.3 57.3 61.1 56.4 51.0 55.3 50.9 50.6 51.6 50.8

ＩＳＭ非製造業指数 46.3 54.0 58.8 53.6 53.0 53.3 52.7 53.3 53.0 52.9

景気先行指数(CI） 0.3 7.8 1.9 1.1 1.3 0.3 0.6 0.3 0.2

企業収益（税引前） 9.1 32.2 1.0 3.3 - - - - -

　　同　（前年比） 8.8 8.5 - - - - -

個人 実質可処分所得 -2.3 1.8 0.3 0.1 -0.4 0.3 -0.3 -0.4 -0.1

消費 消費者信頼感指数（1985=100） 45.2 54.5 66.9 61.8 50.3 57.6 59.2 45.2 46.4 39.8

需 ｺｱ小売売上高 -1.9 4.1 1.9 1.3 1.1 0.4 0.4 0.4 0.6

実質個人消費 -1.9 2.0 0.5 0.2 0.6 -0.1 0.5 0.0 0.5

自動車販売台数（年率､万台） 1,040 1,155 1,297 1,211 1,245 1,151 1,220 1,209 1,305 1,321

要 個人貯蓄率 5.1 5.3 5.0 5.1 4.1 5.3 4.5 4.1 3.6

消費者信用残高 -4.4 -1.7 0.5 0.9 0.0 0.5 0.5 -0.4 0.3

設備 ｺｱ資本財出荷 -16.7 10.0 1.0 2.7 3.9 2.0 0.3 3.1 -0.9

サ 投資 ｺｱ資本財受注 -20.4 17.2 0.2 4.7 2.5 0.8 -0.3 0.9 2.9

ＩＳＭ新規受注指数（製造業） 51.7 59.4 66.4 54.8 49.5 51.6 49.2 49.6 49.6 52.4

 　　 同    （非製造業） 48.0 56.8 64.5 54.4 53.7 53.6 51.7 52.8 56.5 52.4

イ 住宅 新設住宅着工戸数（年率､万戸） 55 58 58 57 62 62 62 57 66

投資 新築住宅販売（年率､万戸） 37 32 30 31 30 30 30 30 31

中古住宅販売（年率､万戸） 515 492 514 488 488 484 467 506 491

ド S&Pｹｰｽｼﾗｰ住宅価格指数（前年比） -12.9 2.1 -2.8 -3.8 -3.9 -3.9 -3.5

輸出 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 -18.0 21.0 4.9 3.3 2.7 -3.3 4.7 0.0 1.9

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 -13.7 14.8 1.7 0.9 1.9 -3.4 4.8 -0.7 1.4

ＩＳＭ輸出向け受注指数（製造業） 48.5 57.8 60.2 56.8 52.7 53.5 54.0 50.5 53.5 50.0

供 生産 鉱工業生産 -11.2 5.3 1.2 0.1 1.3 0.0 1.1 0.0 0.2

設備稼働率(％) 69.2 74.5 76.8 76.6 77.4 76.6 77.4 77.3 77.4

給 企業在庫率 1.39 1.29 1.26 1.27 1.28 1.28 1.28

非農業部門生産性 2.3 4.1 -0.6 -0.1 3.1 - - - - -

サ 雇用 失業率(％) 9.3 9.6 8.9 9.1 9.1 9.2 9.1 9.1 9.1 9.0

雇用者増(非農業)(万人) -506 94 50 29 39 2 13 10 16 8

イ 　　同　（製造業）(万人) -139 11 11 5 3 1 3 0 0 1

　　同 （非製造業）(万人) -244 114 42 34 37 6 12 9 16 11

ド 輸入 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 -25.9 22.7 8.3 3.5 0.1 -1.3 0.0 -0.2 0.2

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 -15.7 14.6 3.8 -1.5 0.4 -0.6 0.1 -0.1 0.3

 国際収支 経常収支(億㌦) -3,766 -4,709 -1,196 -1,180 - - - - -

貿易収支(BOP、億㌦) -3,813 -5,000 -1,400 -1,450 -1,337 -516 -456 -449 -431

 物    価 生産者物価（最終財ｺｱ、前年比） 2.5 1.2 1.8 2.2 2.5 2.3 2.5 2.5 2.5

消費者物価（総合、前年比） -0.4 1.6 2.1 3.4 3.8 3.6 3.6 3.8 3.9

消費者物価（ｺｱ） 1.7 1.0 0.4 0.6 0.7 0.3 0.2 0.2 0.1

   同   （前年比） 1.1 1.5 1.9 1.6 1.8 2.0 2.0

個人消費支出ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（ｺｱ） 1.6 1.4 0.4 0.6 0.5 0.2 0.2 0.2 0.0

   同          （前年比） 1.1 1.3 1.6 1.4 1.6 1.7 1.6

単位労働コスト（非農業） -0.7 -2.0 6.2 2.8 -2.4 - - - - -

平均時給 3.0 2.4 0.4 0.5 0.4 0.1 0.3 -0.1 0.2 0.2

   同   （前年比） 2.1 2.0 1.9 2.0 2.1 1.8 1.9 1.6

ＩＳＭ仕入価格指数（製造業） 48.3 68.9 82.8 76.7 56.8 68.0 59.0 55.5 56.0 41.0

 財    政 財政収支(億㌦) -14,157 -12,942 -12,986 -4,605 -1,411 -3,281 -431 -1,294 -1,341 -646

 金    融 Ｍ２（前期比年率） 7.9 2.3 5.1 6.2 21.4 12.3 30.1 34.4 6.1

国際証券投資（ﾈｯﾄ、億㌦） 4,520 7,930 1,050 563 41 91 579

ＦＦレート（実効ﾚｰﾄ、％） 0.16 0.18 0.16 0.09 0.08 0.09 0.07 0.10 0.08 0.07

10年物国債利回り(平均、％) 3.26 3.21 3.46 3.21 2.43 3.00 3.00 2.30 1.98 2.15

ＮＹダウ指数（平均） 8,877 10,663 12,025 12,371 11,673 12,097 12,516 11,327 11,175 11,516

 市場ﾃﾞｰﾀ ドル実効レート(Broad，97.1=100) 105.7 101.9 97.8 95.3 95.9 95.3 94.6 95.2 98.0 98.9

ドル円レート（平均、円/ﾄﾞﾙ） 93.6 87.8 82.3 81.6 77.7 80.4 79.2 77.0 76.8 76.6

ユーロドルレート（平均、ﾄﾞﾙ/ﾕｰﾛ） 1.39 1.33 1.37 1.44 1.41 1.44 1.43 1.43 1.37 1.37

ＷＴＩ先物（期近物、平均、ﾄﾞﾙ） 61.8 79.5 94.1 102.6 89.8 96.3 97.3 86.3 85.6 86.4

ﾛｲﾀｰ・ｼﾞｪﾌﾘｰｽﾞCRB指数(1967=100) 246 279 343 350 333 341 344 331 324 311

(注1) 原則として数字は季節調整済前期比(％)。      
(注2) 10年債利回りはｺﾝｽﾀﾝﾄ･ﾏﾁｭﾘﾃｨｰ･ﾍﾞｰｽ(FRB)
(注3) 財政収支の年次は会計年度（前年10月～当年9月）

(注4) 米商務省、米労働省、ＦＲＢ、コンファレンス･ボード資料などより作成。

【米国の主要経済指標】 
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経済指標 08 09 10 11/Ⅰ 11/Ⅱ 11/Ⅲ 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10

実質ＧＤＰ　(上段：前期比) 3.1 0.7 - - - - -

　(下段：前年比) 0.3 -4.2 1.8 2.4 1.6 - - - - -

OECD景気先行指数 -6.8 -3.4 5.7 -0.8 -2.3 -2.9

総合景況指数（長期平均=100） 93.7 80.7 100.9 107.4 105.7 98.8 105.4 103.0 98.4 95.0 94.8

消費者信頼感指数＊ -18.1 -24.8 -14.0 -10.6 -10.4 -15.6 -9.7 -11.2 -16.5 -19.1 -19.9

小売数量* 　（上段：指数） 103.1 100.6 101.4 101.3 101.0 101.0 101.0 101.2 101.2 100.5

　（下段：前年比） -0.7 -2.4 0.8 0.1 -0.4 -0.7 -0.8 -0.3 -0.1 -1.4

新車登録 -7.6 3.4 -8.2 -2.1 -1.9 1.9 -8.9 -1.8 8.0 1.3

建設業信頼感指数＊ -13.4 -32.7 -28.4 -25.2 -24.2 -24.8 -23.5 -24.3 -23.4 -26.6 -25.3

域外輸出金額 3.9 -17.9 20.1 21.4 13.0 3.4 5.1 14.4

鉱工業景況＊ -8.4 -28.7 -4.5 6.5 4.3 -2.6 3.5 0.9 -2.7 -5.9 -6.6

鉱工業生産　（上段：指数） 106.6 90.9 97.6 101.1 101.6 101.3 102.4 104.0

　（下段：前年比） -1.6 -14.7 7.5 6.5 4.3 3.2 4.6 5.6

失業率(%)* 7.7 9.6 10.1 10.0 10.0 10.1 10.0 10.1 10.1 10.2

域外輸入金額 8.1 -20.5 21.6 25.3 13.7 4.8 8.3 12.5

経常収支（10億euro） -125 -19 -10 -28 -20 1 -2 -4

貿易収支（10億euro） -33 17 1 -18 -5 0 2 -3

生産者物価 6.1 -5.1 2.9 6.5 6.3 5.9 5.9 6.1 5.8 5.8

消費者物価 3.3 0.3 1.6 2.5 2.8 2.7 2.7 2.5 2.5 3.0 3.0

消費者物価（コア） 1.8 1.4 1.6 1.1 1.6 1.3 1.6 1.2 1.2 1.6

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M3) 7.5 -0.2 1.8 2.1 2.1 3.0 2.1 2.2 2.6 3.0

3ヶ月物銀行間金利(%) 4.63 1.23 0.81 1.09 1.41 1.56 1.5 1.6 1.6 1.5 1.6

10年物国債金利(%) 4.36 4.03 3.79 4.30 4.47 4.28 4.4 4.6 4.2 4.0 4.1

株価（DJ Euro Stoxx) 314 234 266 285 281 236 273 270 227 213 226

為替相場（ドル/ユーロ） 1.47 1.39 1.33 1.37 1.44 1.41 1.44 1.43 1.43 1.38 1.37

名目実効相場 6.8 0.4 -6.9 -5.3 3.4 2.5 6.3 3.2 3.0 1.2 -2.6

短期レポ金利（期末値） 2.50 1.00 1.00 1.00 1.25 1.50 1.25 1.50 1.50 1.50 1.50

（ 出所） Dat ast r eam　 （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ユーロ圏の主要経済指標】
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Ⅱ．欧州経済 

１．ユーロ圏 

・ユーロ圏の景気は改善ペースが鈍化している。4～6 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期比

年率 0.7％とおよそ 2 年ぶりの低成長にとどまった。また 10 月の総合景況指数は 94.8

と 7 ヶ月連続で低下し、長期平均である 100 の水準を 3 ヶ月連続で下回った。 

・ＥＵ（欧州連合）は 10 月 26 日の首脳会議で、債務危機克服の包括策を決定した。銀

行の資本増強、ギリシャの債務減免、ＥＦＳＦ（欧州金融安定基金）の拡充を柱とす

る。もっとも、ギリシャ、イタリアの政局混迷をきっかけに、財政再建の実行力が疑

問視され長期金利が上昇するなど危機は一段と深刻化している。 

・ＥＣＢは 11 月 4 日の定例理事会で政策金利を 0.25％引き下げ 1.25％とした。初の会

見にのぞんだドラギ新総裁は、景気と物価の下ぶれリスクに言及したが、債務危機国

の国債購入に慎重姿勢を示した。一方、金融市場では追加利下げ観測が広がった。 
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＜グラフで見るユーロ圏景気＞ 
 

 (注） 消費者信頼感は、月次指標を四半期変換した値
(出所）Datastream
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08 09 10 11/Ⅰ 11/Ⅱ 11/Ⅲ 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10

実質ＧＤＰ成長率*（上段：前期比） 5.5 0.5 - - - - -

（下段：前年比） 0.8 -5.1 3.6 4.6 2.8 - - - - -

OECD景気先行指数 -6.1 -5.3 13.0 3.6 0.5 -0.4

IFO企業景況指数 100.5 90.7 107.8 114.7 114.2 109.6 114.4 112.8 108.6 107.4 106.4

鉱工業生産* （上段：前期比） 111.7 93.4 103.5 1.8 1.6 1.8 -0.6 3.2 -0.3 -2.9

（除く建設） （下段：前年比） 0.0 -16.4 10.8 12.8 8.3 7.9 0.5 6.9 11.5 5.7

製造業受注* -6.1 -24.2 24.6 20.2 13.7 6.8 11.6 11.0 5.8 3.7

国内* -4.8 -22.0 18.6 17.0 13.9 8.3 8.0 12.2 8.5 4.1

海外* -7.1 -26.1 29.9 23.1 13.5 5.6 14.4 10.0 3.8 3.2

建設* -0.6 -0.1 0.3 24.8 5.8 5.6 4.0 7.3 5.1 4.4

建設業信頼感指数* -25 -29 -20 -11 -7 -7 -8 -7 -6 -7 -9

消費者信頼感指数* -8 -25 -3 9 9 2 10 8 0 -2 -3

小売売上数量（除く自動車）* -0.2 -2.7 1.1 1.9 0.3 0.2 1.3 1.3 -0.8 0.3

新車登録 -1.8 23.2 -23.4 13.9 7.6 11.6 -0.3 9.9 18.3 8.1 0.6

賃金（月給、全産業） 2.8 2.0 1.6 1.7 1.3 1.0 1.6 2.0

就業者数* 1.3 0.1 0.5 1.4 1.3 1.2 - - - - -

失業率(%)* 7.8 8.1 7.7 7.3 7.1 7.0 7.0 7.0 7.0 6.9 7.0

旧西(%)* 6.4 6.9 6.4 6.1 6.0 5.9 6.0 6.0 5.9 5.9 5.9

旧東(%)* 12.7 12.6 11.7 11.3 11.3 11.1 11.3 11.3 11.2 11.1 11.2

輸出金額* 1.3 -18.3 18.1 18.5 11.9 10.3 8.6 8.3 12.4 10.4

輸入金額* 4.3 -17.5 19.6 20.9 13.5 11.7 9.4 11.8 11.7 11.6

生産者物価（鉱工業） 5.4 -4.2 1.7 6.1 6.0 5.6 5.6 5.8 5.5 5.5

消費者物価 2.6 0.4 1.1 2.1 2.3 2.4 2.3 2.4 2.4 2.6 2.5

10年物国債金利（%) 3.99 3.26 2.77 3.17 3.13 2.28 2.98 2.79 2.25 1.84 2.01

DAX株価指数 6,204 5,023 6,196 7,088 7,241 6,186 7,159 7,293 5,924 5,402 5,872

08 09 10 11/Ⅰ 11/Ⅱ 11/Ⅲ 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10

実質ＧＤＰ成長率* （上段：前期比） 3.7 0.0 - - - - -

（下段：前年比） -0.2 -2.6 1.4 2.2 1.7 - - - - -

OECD景気先行指数 -6.5 -0.3 2.1 -3.0 -3.2 -3.4

INSEE企業生産見通しDI*(%) -31 -39 2 16 16 -13 13 3 -13 -29 -29

鉱工業生産* （上段：指数） 99.4 87.1 91.6 94.2 93.9 93.6 95.3 95.8

（除く建設） （下段：前年比） -2.7 -12.4 5.2 4.7 2.1 2.3 3.7 4.4

建設業信頼感指数* 3 -35 -29 -15 -10 -10 -9 -6 -9 -14 -15

消費者信頼感指数* -22 -28 -19 -19 -18 -24 -18 -18 -26 -28 -24

小売売上数量* （上段：指数） 108.3 108.1 112.2 115.0 114.8 115.1 115.3 116.7

（下段：前年比） 1.4 -0.2 3.8 4.9 2.9 4.0 0.3 2.8

新車登録 -0.7 12.3 -2.3 9.0 -6.5 -2.0 -12.6 -5.7 3.1 -1.4 2.8

家計工業品消費（除く自動車）* -0.3 -0.4 1.7 3.5 1.1 -1.0 3.5 -1.3 -0.2 -1.4

輸出金額* 2.7 -17.3 12.8 12.9 8.5 7.1 3.8 2.4 11.6 7.5

輸入金額* 5.4 -17.7 13.1 18.7 12.6 9.2 7.9 9.2 8.1 10.3

生産者物価（鉱工業中間財） 5.6 -6.4 3.4 6.2 6.3 6.2 6.1 6.3 6.2 6.0

消費者物価 2.8 0.1 1.5 1.8 2.1 2.1 2.1 1.9 2.2 2.2

10年物国債金利(%) 4.19 3.62 3.10 3.54 3.51 2.94 3.37 3.30 2.89 2.65 3.00

CAC40株価指数 4,340 3,345 3,750 3,993 3,957 3,325 3,853 3,818 3,202 2,983 3,148

（ 出所） Dat ast r eam   （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ドイツの主要経済指標】

【フランスの主要経済指標】

＜ユーロ圏主要国の経済指標＞ 
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２．英国 

・英国の 2011 年 7～9 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期比年率 2.0％と 3 期連続でプラス

成長となったが、財政緊縮策の影響などから、サービス業を中心に景気の改善ペース

は緩やかにとどまっている。 

・ 9 月の小売売上高は前年比ほぼ横ばいにとどまった。9 月の消費者物価上昇率は国際

商品市況の上昇の影響などから前年比 5.2％と、ＢＯＥ（イングランド銀行）の物価

目標水準である 2％を大幅に上回って推移している。 

・ＢＯＥは 11 月の金融政策委員会で政策金利を 0.5％、国債などの資産買い取り枠を

2,750 億ポンドに据え置いた。もっとも、景気の回復ペースは弱く、来年初めごろに

は、資産買い取り枠の拡充による追加緩和策が実施されるとの見方が支配的である。 
 

 

経済指標 08 09 10 11/Ⅰ 11/Ⅱ 11/Ⅲ 11/6 11/7 11/8 11/9 11/10

実質ＧＤＰ(上段：前期比) 1.6 0.4 2.0 - - - - -

(下段：前年比) -1.1 -4.4 1.8 1.6 0.6 0.5 - - - - -

CBI企業先行き見通し(%) -35 -28 12 7 9 -16 - - - - -

OECD景気先行指数 -7.1 -2.6 2.6 -4.2 -4.4 -4.5 -4.7 -5.1

企業収益（税引き前） 3.0 -3.8 -0.3 6.6 8.4 - - - - -

消費者信頼感指数＊ -19.4 -18.4 -11.6 -22.4 -18.6 -20.0 -17.0 -18.4 -19.8 -21.7 -24.0

小売売上＊ 1.1 0.6 -0.3 1.5 0.6 -0.2 -0.1 -0.5 -0.8 0.7

新車登録 -11.3 -6.4 1.8 -8.7 -5.2 -0.7 -6.2 -3.5 7.3 -0.8 2.6

新規建設工事受注＊ -17.5 -14.0 1.6 -15.2 -23.2 - - - - -

輸出 * 14.4 -9.5 16.5 19.4 11.1 3.8 15.7 13.6

CBI輸出受注評価 -15 -45 -11 5 -3 -7 0 -8 0 -12 -14

製造業生産＊ -2.9 -10.7 3.4 4.4 2.1 2.2 2.0

CBI能力以下操業割合 57 73 63 59 55 50 - - - - -

CBI最終品在庫水準評価 16 21 8 7 7 16 3 12 14 21 21

就業者数＊ 0.3 -1.7 -0.7 0.1 -0.1 - - - - -

失業率(%)* 2.8 4.7 4.7 4.5 4.7 4.9 4.8 4.9 4.9 5.0

輸入 輸入 * 11.3 -10.2 17.1 13.6 10.2 7.3 9.9 8.4

経常収支（10億£） -20 -20 -37 -4 -2 - - - - -

貿易収支（10億£）* -94 -83 -98 -23 -25 -9 -8 -8

製造業生産者物価 6.7 1.6 4.2 5.3 5.6 6.1 5.8 6.1 6.0 6.3

消費者物価 3.6 2.1 3.3 4.2 4.4 4.7 4.2 4.5 4.5 5.2

ハリファクス住宅価格指数 -8.6 -9.9 3.0 -2.8 -3.3 -2.2 -2.5 -2.2 -1.7

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M4) 15.7 5.4 5.4 -2.6 -2.1 -2.5 -2.1 -2.2 -1.5 -2.5

3ヶ月物銀行間金利(%) 5.49 1.23 0.74 0.81 0.83 0.87 0.83 0.83 0.85 0.94 1.00

10年物国債金利(%) 4.48 3.66 3.58 3.73 3.42 2.79 3.25 3.13 2.77 2.48 2.50

株価（FT100) 5366 4569 5472 5945 5915 5458 5792 5910 5265 5229 5409

為替相場（ドル/£） 1.85 1.57 1.55 1.58 1.58 1.58 1.62 1.61 1.63 1.58 1.58

実効相場(前年比） -12.1 -11.5 -0.2 1.5 -0.7 -3.2 -2.8 -3.3 -3.7 -2.5 -0.1

（ 出所） Dat ast ream   （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。
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